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21年度
(実績) 鰊

施設・事業所 養成施設 施設・事業所 養成施設

参加数 ユニット数 参加数 ユニット数 参加数 ユニット数 参加数 ュニット数

1 北海道 ○ 0 ○ OI 229 39 729
り
０

2 青森県 ○ 0 0
3 岩手県 ○ 一〇

4 宮城県 ○ ○ ○ 0 5 1 2

5 秋田県 ○ 0 01 85

6 山形県 ○ ○ ○ 一〇 94 9

7 福島県 ○ 一〇 ○ 一〇 6 1

8 茨城県 ○ ○ ○ 101 24 2 65 5

9 栃木県 ○ 0 ○ 110 18 2

群馬県 ○ 0 ○ 0 5 1

埼玉県 ○ 一〇 ○ 一つ 5 1 98

千葉県 ○ 0 ○ 10 15 2 5 1 78

東京都 O 0
神奈川県 ○ ○ ○ 一〇 46 8 139 24

新潟県 O

富山県 ○ 0 ○ 1 1       〔:) 5 1 2

17 石川県 ○ 0 ○ 01 53 5

福井県 ○ 0 108 6 15 3

山梨県 ○ ○ 20 3

20 長野県 ○ 0 ○ 0 12 1 121 14 1

岐阜県 ○ 0 ○ 0 6 1 78 13

静岡県 ○ 0 ○ 5 1 53 8

愛知県 ○ O ○ 0 5 1 15 3

24 二重県 ○ 0 ○ 0 8 1 18 3

滋賀県 ○ O I ○ 0 12 1 103 14

京都府 ○ 0 ○ 0 5 1 93

大阪府 ○ 一〇 ○ 0 1 167 23 120 13

兵庫県 ○ つ ○ 0 6 1 232 35

奈良県 ○ 0 ○ 0 8 1 2

30 和歌山県 ○ 0 ○ ■0 1 61 7

鳥取県 0

島根県 ○ 一〇 ○ 0 41 4

岡山県

広島県 ○ ■0 ○ 0 61 4 5 1

山口県 ○ 0 ○ 0 1 33 5

徳島県 ○ 0 ○ 0 5 1 7 1

香川県 ○ 一〇 ○ 一〇 10 1 10 1

愛媛県 ○ 10 ○ 10‐ 16 2 28 3

高知県 ○ 0 ○ 0 5 1

40 福岡県 0

佐賀県 ○ 0 ○ O 32 4 32 4

長崎県 ○ 0 ○ 10 13 2

熊本県 ○ 一〇 ○ 0 123 16 1

44 大分県 ○ 0 ○ 一〇 6 1 31

45 宮崎県 ○ 0 ○ O 52

鹿児島県 ○ 0 ○ 0 48 13

47 ,中 糸電リミ

計 / / 812 106 5 1 2,766 402 12 1
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事業め奏施状短●22●産0241●力1茉貌わ
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事業の実施1状況・2′年度(2'年 12月末琴在)
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③複数事業所連携事業

曇「ⅢIンネ■Ⅲ 贅師 庸藤蒻IⅢ膠牲等

青森県 資格不間、青森県社会福祉協議会

宮城県
社会福祉法人宮城県社会福祉協議会 元 理事兼船形コ
ロニー総合施設長

社会福祉法人宮城県社会福祉協議会 元 理事兼船形コ
ロニー総合施設長

秋田県 (福 )秋田県社会福祉協議会 (福 )秋田県社会福祉協議会

山形県 精神保健福祉士(山形県社会福祉協議会) 社会福祉士(山形県社会福祉協議会)

福島県 民間企業 民間企業

茨城県
受託先の茨城県社会福祉協議会において,県職員OBを
嘱託職員として配置。

受託先の茨城県社会福祉協議会において,県職員OBを
嘱託職員として配置。

栃木県 (福 )栃木県社会福祉協議会 福祉人材・研修センター (福 )栃木県社会福祉協議会 福祉人材・研修センター

群馬県 社会福祉士、群馬県社会福祉協議会 介護福祉士(市町村社協勤務経験有)、 群馬県社会福祉

埼玉県 埼玉県社会福祉協議会 埼玉県社会福祉協議会

千葉県 行政経験者、 千葉県社会福祉協議会 行政経験者、千葉県社会福祉協議会

東京都 社会福祉士

神奈川県 神奈川県介護福祉士会に加入する介護福祉士 神奈川県介護福祉士会に加入する介護福祉士

富山県 社会福祉士 社会福祉士、富山県社会福祉協議会

石川県
社会福祉法人石川県社会福祉協議会

(石川県福祉人材センター)

社会福祉法人石川県社会福祉協議会

(石川県福祉人材センター )

山梨県
県内の福祉・介護事業所が抱える課題等を把握し、事業
所間の調整が可能な者。

長野県 長野県社会福祉協議会 長野県社会福祉協議会

岐阜県 岐阜県社会福祉協議会 岐阜県社会福祉協議会

静岡県 静岡県中小企業団体中央会

愛知県 社会福祉法人 愛知県社会福祉協議会 社会福祉法人 愛知県社会福祉協議会

二重県 株式会社ケアタウン 株式会社ケアタウン

滋賀県
社会福祉士、介護福祉士、保育士、福祉人材・研修セン

ター
社会福祉士、介護福祉士、保育士、福祉人材・研修セン
ター

京都府 元市町村社協ボランティアコーデイネーター 元市町村社協ボランティアコーデイネーター

大阪府 大阪府社会福祉協議会 大阪府社会福祉協議会

兵庫県 福祉人材センター所属、資格は特になし 福祉人材センター所属、資格は特になし

奈良県 社会福祉士 社会福祉士

和歌山県 県社協職員 (県OB) 県社協職員 (県OB)

島根県 島根県福祉人材センター 島根県福祉人材センター

広島県

A:社会福祉士・精神保健福祉士(社団法人広島県社会
福祉協議会所属)

B:人材センター運営事業担当(同会所属)

C:社会福祉士取得見込 (同会所属)

A:社会福祉士,介護支援専門員 (社団法人広島県シル
バーサービス振興会所属 )

B:社会福祉士 (同会所属 )

C:(介護サービスの外部評価調査員)(同会所属 )

D:福祉用具専門相談員 (同会所属 )

E:(介護サービスの情報公表調査員)(同会所属 )

F:介護支援専門員 (介護サービスの情報公表調査機関、

外部評価機関、福祉サービス第二者評価機関、広島県
専門・更新研修指定実施機関の管理者)(同会所属 )

山口県 社会福祉法人山口県社会福祉協議会 社会福祉法人山口県社会福祉協議会

徳島県 徳島県社会福祉施設経営者協議会 徳島県社会福祉施設経営者協議会

香川県 資格要件なし、(福 )香川県社会福祉協議会 資格要件なし、(福 )香川県社会福祉協議会
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愛媛県 看護士、介護支援専門員、であい施設長 看護士、介護支援専門員、であい施設長

高知県
高知県福祉人材センター・安芸福祉人材バンク・幡多福

祉人材バンク

高知県福祉人材センター・安芸福祉人材バンク・幡多福

祉人材バンク               __

佐賀県 社会福祉士、(社団)佐賀県社会福祉士会 社会福祉士、(公益社団)佐賀県社会福祉士会

長崎県 長崎県介護福祉士会 介護福祉士、長崎県介護福祉士会

熊本県 社会福祉主事、求職活動支援コーディネート業務経験者
社会福祉主事、求職活動支雇コーデイネート業 務経験

者、職業紹介責任者           ___

大分県 社会福祉法人 大分県社会福祉協議会 社会福祉法人 大分県社会福祉協議会

宮崎県 社会福祉法人宮崎県社会福祉協議会 社会福祉法人宮崎県社会福祉協議会

鹿児島県 福祉施設経営指導員 (県社協 ) 福祉施設経営指導員 (県社協 )

北海道

」,ディネーターの設置を委託している場合の1委託1由株名

平成21年度(実績) 平成22年1度 (22年 12月末時点)

(福)北海道社会福祉協議会 (福 )北海道社会福祉協議会

青森県 青森県社会福祉協議会

宮城県 社会福祉法人 宮城県社会福祉協議会 社会福祉法人 宮城県社会福祉協議会

秋田県 (福)秋田県社会福祉協議会 (福 )秋田県社会福祉協議会

山形県 山形県社会福祉協議会 山形県社会福祉協議会

福島県 株式会社福島人材派遣センター 株式会社福島人材派遣センター

茨城県 茨城県社会福祉協議会 茨城県社会福祉協議会

栃木県 (福)栃木県社会福祉協議会 福祉人材・研修センター (福 )栃木県社会福祉協議会 福祉人材・研修センター

群馬県 群馬県社会福祉協議会 群馬県社会福祉協議会

埼玉県 埼玉県社会福祉協議会 埼玉県社会福祉協議会

千葉県 千葉県社会福祉協議会 千葉県社会福祉協議会

東京都 東京都社会福祉協議会

神奈川県 一般社団法人 神奈川県介護福祉士会 一般社団法人 神奈川県介護福祉士会

富山県 富山県社会福祉協議会 富山県社会福祉協議会

石川県
社会福祉法人石川県社会福祉協議会

(石川県福祉人材センター)

社会福祉法人石川県社会福祉協議会

(石川県福祉人材センター )

山梨県 山梨県社会福祉協議会

長野県 長野県社会福祉協議会 長野県社会福祉協議会

岐阜県 岐阜県社会福祉協議会 岐阜県社会福祉協議会

静岡県 静岡県中小企業団体中央会

愛知県 社会福祉法人 愛知県社会福祉協議会 社会福祉法人 愛知県社会福祉協議会

二重県 株式会社ケアタウン 株式会社ケアタウン

滋賀県 社会福祉法人 滋賀県社会福祉協議会 社会福祉法人 滋賀県社会福祉協議会

京都府 (福)京都府社会福祉協議会 (福)京都府社会福祉協議会

大阪府 大阪府社会福祉協議会 大阪府社会福祉協議会

兵庫県 兵庫県社会福祉協議会 兵庫県社会福祉協議会

和歌山県 和歌山県社会福祉協議会 和歌山県社会福祉協議会

島根県 島根県社会福祉協議会 島根県社会福祉協議会

広島県 社団福祉法人広島県社会福祉協議会 社団法人広島県シルバーサービス振興会

山口県 社会福祉法人山口県社会福祉協議会 社会福祉法人山口県社会福祉協議会
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徳島県 徳島県社会福祉施設経営者協議会 徳島県社会福祉施設経営者協議会

香川県 (福 )香川県社会福祉協議会 (福)香川県社会福祉協議会

愛媛県 社会福祉法人愛媛県社会福祉協議会 社会福祉法人愛媛県社会福祉協議会

高知県 高知県社会福祉協議会 高知県社会福祉協議会

佐賀県 社団法人 佐賀県社会福祉士会 公益社団法人 佐賀県社会福祉士会

長崎県 長崎県介護福祉士会 長崎県介護福祉士会

熊本県
社会福祉法人熊本県社会福祉協議会 熊本県福祉人材・

研修センター
社会福祉法人熊本県社会福祉協議会 熊本県福祉人材・

研修センター

大分県 社会福祉法人 大分県社会福祉協議会 社会福祉法人 大分県社会福祉協議会

宮崎県 社会福祉法人宮崎県社会福祉協議会 社会福祉法人宮崎県社会福祉協議会

鹿児島県 県福祉人材センター 黒福祉人材センター

Fそ|のItJO事 1業|の具体1約|な1実1施内1容

北海道 公開講座の実施、求人用バンフレットの作成等

青森県
中・高校生を対象とした養成施設・福祉施設の見学・体験
養成施設と福祉施設が事業を連携して実施することによるネットワーク形成

岩手県
介護福祉士の資格と仕事内容の紹介、介護用品展示、介護体や手話の体験等を通じ、介護福祉士への理解を深め

てもらう。

秋田県 ユニットによる求人用ホームページの作成

茨城県 介護の日に併せたイベント開催 (基調講演,福祉就職相談など)

千葉県 介護体験フェア、介護フォーラムの実施

神奈川県

・新規職員向けガイドラインの作成
・当該事業を機に事業所間が連携・協力し、各事業所の課題解決をはかり、また他の職種や地域住民と共に地域福

祉に寄与していくことを目的として、地域連絡会を結成した。地域へのPRと事業所間の連携強化をはかり、地域の中
で総合的・一体的なサービスを目指すことを目的として、連絡会の「会員プレ=卜

」を作成し、事業所に掲示することと
した。
・市民にも障害者への理解を深めてもらい、併せて福祉分野への新たな人材参入促進することを目的として、人権

フオーラムを実施した。

福井県 小規模多機能型居宅介護事業の普及啓発のため、パンフレットの作成と配布。

長野県 福祉サービス第三者評価を活用した人事考課制度の研究

京都府

【介護福祉実習マニュアルの作成】
介護福祉士養成校と事業所等介護福祉現場が協力して、実習等のマニュアルを作成・ユニット外の事業所等へ配布

する。多数の介護福祉現場で学生・若手職員の指導育成の参考としていただく(指導力の向上)ことで、介護・福祉職

を目指す学生の途中退学や経験年数の浅い職員の早期退職防止等へ繋げ、介護・福祉の人材確保・定着を図る。

大阪府 現任職員と介護専門学校学生との懇談会 など

香川県
「福祉の職場見学会」の実施 :′lヽ規模作業所等への就職を希望する者を対象とした施設見学会を2回実施し、14人

の就職希望者が参加した。

大分県 福祉の職場紹介のパンフレットの作成

r事業成果が見受けられた事例や数値等,や「事業
‐
実施上―の改善点|や工大した点1等

北海道 地域のコミュニティ新聞を活用した合同求人により、20名 の職員を採用。(新規 17名 )

宮城県

平成22年度当初に,県内の全ての社会福祉法人やNPO法人等に,事業内容等を示した案内を送付し,事業を申請

する予定があるところについては,「仮申請書」を提出してもらうことにより,早期のうちに,ニーズの把握を把握する

とともに,ユニットヘの助言等を円滑にすることができた。
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山形県

事業を実施することで、より細やかな事業所支援が行えるようになり、福祉人材センターの事業所登録の増加につな

1:謂皆の事業所が対象のため研修の企画・運営等に不慣れであり研修会会場の確保や講師折衝に支援を必要とし

た。

福島県

J、 ■B惜菫 当 言Fネ |十 rЙ 十ネ職 昌 秤 修 の 宝 怖 が 困 難 であ スルの 牛 入観 が あ り、事 業 所 間 の 連 肩 も検 討され て きてい な
小規模事業所ではこれまで職員研修の実施が困難であるとの先入観があり、事業所盾

かったが、基金事業により実際に実施してみて効果があることから、基金事業修了後も事業所独自に連携事業を継

続することを検討している。

茨城県 冬励蛹鰈 儡蘇ξ鱚朧隆ボ][Iヲ‖
し

護職の人材確保に一定の成果があつた。

群馬県
小規模事業所では、予算面で出来なかつた職員の資質向上等の研修ができ、職員のスキルアップが図られた。

更に、ユニット事業所同士の交流を図ることにより、地域連携にも繋がることが出来た。

埼玉県
事業規模が小さいことにより、職員の資質向上等のための研修等ができなかつた事業所からは、この制度により今

までやりたくても費用の面等からできなかつた研修ができた。今後ともぜひ利用したいとの声が上がつている。

千葉県 県内を12の地域に区分し、地域の実情に合わせて実施している。

神奈川県
交付事務に困惑する事業所が多数あつたことから、H22より、新たに交付申請事務の手引きを作成し、交付事務の

円滑化を図るとともに、当該事業の活用の一層の促進を図つた。

山梨県
小規模な事業所が事業の計画、実施準備等を、連携を図りながら自主的に行うことは人員体制の面から困難なた

め。

岐阜県

当該事業の合同求人活動を活用して、就職フエアに参加し、従前よりも効果的な求人活動を行うことができた事業所

が見
零1栽准

る
L該事業を活用している事業所は、全体で見ればわずかであるため、機会があるたびに、積極的な

活用を促している。

静岡県 本事業の周知のため、事業者向け集団指導におけるPR等あらゆる機会を捉え、広報活動を実施

愛知県

◎事業成果 (平成21年度 )

合同求人活動 (障害者福祉関係共同求人フエア:約 150人来場)により6人採用決定

◎事業実施上で工夫した点(平成22年度 )

施設・事業所が参加する研修会・説明会等で平成21年度の事業内容を掲載したチラシを配布し、事業の周知を図つ

た。

二重県
事業所が地域で連携することの意義を理解し、連携事業が円滑かつ効果的に実施できるよう、参加事業所を集めた

合同研修会(2回 )を実施した。

滋賀県

・福祉・介護施設職員のスキルアップが図れ、就労意欲の向上が見られた。

・他の事業所と一緒に研修を行うことで、ユニット事業所同士の交流を図ることができ、地域連携につながるきつかけ

となつた。

大阪府
市、市社協、社会福祉施設及び養成施設が実行委員会を設置し、合同求人説明会及び学校説明会を同会場で実施

したことにより、集客・連携を図つた。

兵庫県

この事業を受けて新たに連携した事業所よりも、従来から合同研修を実施するなど連携してきた事業所が事業充実

のため活用している事例が多いと思われ、「事業所間連携による新たな経営モデルの構築」という目的にどれほどつ

ながつているのか、その成果を把握しにくい。

山口県
小規模事業所で個別に研修を実施することは難しい面がある。当事業を活用して合同研修を実施したことで一定の

研修成果があつた。また、職員同士が顔を合わせることで、事業所間の連携がとれやすくなつた。

徳島県 事業所間の連携を図ることができ、また職員のスキルアップにつながつた。

香川県

・平成21年度に形成されたユニットには小規模作業所10事業所が参加した。職員数2、 3人という事業所が多く、パ

ンフレットを作成・活用しての求人活動や職員研修は実施できていなかつたため、好評であつたら

パンフレット:1,000部作成、県内すべての大学・専門学校・高等学校に持参・送付

職員研修 :施設職員に対する研修 1回 、施設管理者
1謝 響者覇諺覧季蟹躙 』L容 を拡充し・平成22年度は1事業所を新たに加え、11事業所でユニッ|

て実施している。

長崎県

離島地域を重点的に研修を実施し、事業所間の情報交換が出来るようになり、特に離島地域のユニツトからは、複

数事業所連携事業の継続を望む声があがつている。また、長崎市内のユニットでは、世話人会を発足し、2月 のシン

ポジウムに向けて準備中。
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熊本県

・これまで連携して取り組むことが少なかつた事業所が、ユニットを組んだことを機会に、構成事業所がお
=い

のいい

点を学びながら、全体のレベルアップが図られた。

研修の内容によつて、ユニット参加事業所職員以外の参加も認めて実施したことにより、幅広い福祉・介護従事者の

キャリアアップを図ることができた。
・コーディネーターが積極的に種別協議会や事業所等を訪問し、事業所等への働きかけ及び事業所間のマッチング

を支援した。
・福祉・介護人材マッチング支援事業及び職場体験事業等他の事業とも連携して取り組んだ。
・合同求人活動として実施した「福祉のオープンキャンパス」では、参加学生15名 、うち4名 が求人活動事業所への

就職が内定しております。人材確保の手段として、非常に有効であると感じた。

大分県

複数の小規模事業所が連携し、種別・地域ごとに目的を持ち事業を展開することにより、新たな事業の展開や、人材

の育成等が図られている。
また、昨年度、実施した事業所は、この事業で形成したユニット間での連携を今後も継続し情報交換や研修等を実

施していきたいとのこと。

宮崎県

・21年度の実績では、介護福祉士資格取得のための勉強会を開催した事業所があり、12名 もの合格者を出した。
・22年度は、メールや各会議で広報活動を定期的に行つている。また、昨年の実績事例をまとめた資料を作成し案内

に添付し、事業活用の促進を図つた。
・本事業に興味のある事業所へは訪問して事業説明を行い、研修開催のための講師照会等を行つた。

鹿児島県

小規模で全く職員研修が行えなかつた事業所が、連携することで専門技術等の研修の機会を得た。

地域内他事業所との研修や話し合いを通じてキャリアアップ・レベルアップが図られ連携も始まつた。

研修等を通じて、他事業所の情報も得ることになり雇用定着の効果も期待している。

実施1予1定|なしの1理由

山梨県
小規模な事業所が事業の計画、実施準備等を、連携を図りながら自主的に行うことは人員体制の面から困難なた

め。

岡山県

適当な事業委託先が見つからない。

福祉・介護人材マッチング支援事業など、他事業で補える。

事業所側のニーズが少ない。

沖縄県 ・沖縄県においては、当該事業の需要が少ない。
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